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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期

第１四半期
連結累計期間

第40期
第１四半期
連結累計期間

第39期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 13,220 18,299 62,135

経常利益 (百万円) 1,057 2,380 5,931

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(百万円) △26 1,559 2,769

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △555 1,322 2,919

純資産額 (百万円) 139,070 142,067 141,446

総資産額 (百万円) 156,107 173,838 170,203

１株当たり四半期(当期)
純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) △0.68 40.07 71.16

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 86.6 80.0 81.3

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

平成29年３月期有価証券報告書(平成29年６月29日提出)により開示を行った内容から重要な変更がないため、記

載を省略しております。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や設備投資の持ち直しに支えられ、全

体としては緩やかな回復基調が続くこととなりました。

当社グループの属する普通鋼電炉業界におきましては、国内鋼材需要は伸び悩んでおり、エネルギー単価や副原

料価格の上昇により製造コストが増加するなど、引き続き厳しい経営環境となりました。

このような状況において、当社グループは、安全第一・現場第一を基本に、さらなる省エネルギー・省電力の追

求、品質向上および商品力強化を一段と推進し、現場・現物に根ざしたGoZERO活動の深化や着実なコスト削減を実

行してまいりました。

加えて、連結子会社とした東京鋼鐵株式会社との営業・購買・生産面での連携強化を図るとともに、今後の成長

戦略として展開しておりますインドネシアの合弁会社PT. KRAKATAU OSAKA STEELでは、現在製造品種を拡大しなが

らインドネシア市場における高品質な鋼材の安定供給体制構築を進めております。

以上の結果、当連結会計年度の当社グループにおける国内事業鋼材売上数量は、24万５千トン（前年同期実績20

万７千トン）、売上高は182億９千９百万円（前年同期実績132億２千万円）、経常利益は23億８千万円（前年同期

実績10億５千７百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は15億５千９百万円（前年同期実績は親会社株主に

帰属する四半期純損失２千６百万円）となりました。

(2) 研究開発活動

当期は新商品開発、製造プロセス改善、圧延生産性向上、ビレット及び製品品質向上をテーマに上げ、技術開

発・操業改善に取り組んでおります。

なお、当第１四半期連結累計期間における当社グループが支出した研究開発費はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 113,812,700

計 113,812,700

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 42,279,982 42,279,982
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
100株であります。

計 42,279,982 42,279,982 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成29年６月30日 ― 42,279 ― 8,769 ― 11,771

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成29年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

① 【発行済株式】

平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

3,358,300
― 単元株式数は100株であります。

完全議決権株式(その他)
普通株式

38,881,200
388,812 同上

単元未満株式
普通株式

40,482
― ―

発行済株式総数 42,279,982 ― ―

総株主の議決権 ― 388,812 ―

(注)１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

　 ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式47株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
大阪製鐵㈱

大阪市大正区南恩加島
一丁目９番３号

3,358,300 ― 3,358,300 7.94

計 ― 3,358,300 ― 3,358,300 7.94

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,304 1,717

受取手形及び売掛金 12,822 12,810

製品 6,512 8,082

仕掛品 294 231

原材料及び貯蔵品 4,783 4,677

繰延税金資産 526 414

未収入金 8,046 8,172

関係会社短期貸付金 10,000 10,000

預け金 57,633 57,848

その他 174 160

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 102,096 104,112

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,688 7,713

機械装置及び運搬具（純額） 10,977 21,951

工具、器具及び備品（純額） 1,187 1,249

土地 34,035 33,899

建設仮勘定 11,622 2,195

有形固定資産合計 65,511 67,009

無形固定資産

その他 44 59

無形固定資産合計 44 59

投資その他の資産

投資有価証券 1,833 1,991

長期貸付金 2 2

退職給付に係る資産 73 73

繰延税金資産 176 178

その他 487 434

貸倒引当金 △22 △22

投資その他の資産合計 2,550 2,657

固定資産合計 68,106 69,726

資産合計 170,203 173,838
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,300 6,963

短期借入金 ― 336

1年内返済予定の長期借入金 119 119

未払金 5,583 4,456

未払法人税等 834 786

修繕引当金 400 410

災害損失引当金 244 237

その他 828 1,109

流動負債合計 15,310 14,419

固定負債

長期借入金 9,103 13,006

繰延税金負債 1,996 2,037

退職給付に係る負債 1,491 1,517

事業構造改善引当金 521 517

厚生年金基金解散損失引当金 70 70

その他 262 202

固定負債合計 13,446 17,351

負債合計 28,756 31,771

純資産の部

株主資本

資本金 8,769 8,769

資本剰余金 10,904 10,904

利益剰余金 122,340 123,218

自己株式 △4,534 △4,534

株主資本合計 137,479 138,357

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 561 669

繰延ヘッジ損益 144 129

為替換算調整勘定 249 38

退職給付に係る調整累計額 △95 △88

その他の包括利益累計額合計 859 748

非支配株主持分 3,107 2,961

純資産合計 141,446 142,067

負債純資産合計 170,203 173,838
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 13,220 18,299

売上原価 10,859 14,360

売上総利益 2,360 3,938

販売費及び一般管理費

運搬費 599 752

給料及び賞与 253 272

退職給付費用 10 11

減価償却費 14 18

その他 459 540

販売費及び一般管理費合計 1,337 1,596

営業利益 1,022 2,342

営業外収益

受取利息 40 35

受取配当金 15 17

固定資産賃貸料 35 38

その他 20 45

営業外収益合計 111 137

営業外費用

支払利息 0 43

固定資産除却損 37 21

租税公課 12 12

その他 25 19

営業外費用合計 76 98

経常利益 1,057 2,380

特別損失

災害による損失 ※１ 1,000 ―

特別損失合計 1,000 ―

税金等調整前四半期純利益 57 2,380

法人税、住民税及び事業税 117 785

法人税等調整額 △60 105

法人税等合計 56 891

四半期純利益 1 1,489

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

27 △69

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△26 1,559
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 1 1,489

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △29 107

繰延ヘッジ損益 ― △18

為替換算調整勘定 △537 △263

退職給付に係る調整額 10 7

その他の包括利益合計 △557 △167

四半期包括利益 △555 1,322

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △475 1,448

非支配株主に係る四半期包括利益 △79 △126
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【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 災害による損失

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

平成28年４月に発生しました平成28年熊本地震により、熊本県宇土市にある当社西日本熊本工場において被害が

発生し、その災害による損失額1,000百万円を計上しております。内訳は、建物・設備等の原状復旧費用620百万円、

操業停止期間に発生した固定費379百万円であります。

なお、この損失額には災害損失引当金繰入額が513百万円含まれており、一部の調査中の設備等を除き、現時点で

合理的な見積りが可能な範囲における見積額を計上しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 677百万円 898百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月17日
取締役会

普通株式 1,459 37.50 平成28年３月31日 平成28年６月３日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月16日
取締役会

普通株式 681 17.50 平成29年３月31日 平成29年６月７日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

当社グループは普通鋼の生産及び製品等の販売並びにこれらの運送を包括的に営んでおり、当社グループで経営

資源の配分の決定及び業績評価を行っていることから、事業セグメントは単一であり、該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

当社グループは普通鋼の生産及び製品等の販売並びにこれらの運送を包括的に営んでおり、当社グループで経営

資源の配分の決定及び業績評価を行っていることから、事業セグメントは単一であり、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

△0円68銭 40円07銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額
又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)
（百万円）

△26 1,559

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額
又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）
(百万円)

△26 1,559

普通株式の期中平均株式数(株) 38,922,148 38,921,577

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

第39期(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)期末配当については、平成29年５月16日開催の取締役会に

おいて、平成29年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末配当を行うことを決議致し

ました。

１．配当金の総額 681百万円

２．１株当たりの金額 17円50銭

３．支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年６月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年８月10日

大阪製鐵株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 浅 野 豊 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 岸 田 卓 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大阪製鐵株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大阪製鐵株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

　

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年８月10日

【会社名】 大阪製鐵株式会社

【英訳名】 OSAKA STEEL CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 岩 﨑 正 樹

【最高財務責任者の役職氏名】 ―

【本店の所在の場所】 大阪市大正区南恩加島一丁目９番３号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長岩﨑正樹は、当社の第40期第１四半期（自 平成29年４月１日 至 平成

29年６月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されているこ

とを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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